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　愛媛県経営者協会は、令和３年度の定時総

会を６月１日㈫15時からオンラインにより開

催した。

　総会は、会員約40名がインターネットを介

しての出席のもと開催され、初めに当協会の

田中　和彦　会長が挨拶を行った後、議長と

なり、議案の審議に入った。

　審議されたのは、以下の５議案で、いずれ

も原案どおり承認された。

　１　令和２年度 事業報告

　２　令和２年度 収支決算

　３　令和３年度 事業計画（案）

　４　令和３年度 収支予算（案）

　５　役員改選（案）

　役員改選では、長田　伸一郎　副会長（住

友化学㈱）が退任したため、後任に住友重

機械工業㈱の遠藤　辰也　専務執行役員 愛

媛製造所長が選任された。また、大西　宏

昭 専務理事が退任したため、後任に八塚　

洋　元愛媛県労働委員会事務局長が選任され

た。

　オンラインによる総会の開催は、当協会発

足以来、初めてのことであったが、特に大き

な混乱もなく行うことができた。

　令和３年度事業計画は、４ページ以下のと

おり。

令和３年度定時総会（オンライン）開催令和３年度定時総会（オンライン）開催

～　令和３年度事業計画・収支予算等を承認　～

令和３年度定時総会（オンライン）開催



愛　　　媛　　　経　　　協

－ 2 －

会　長　挨　拶

愛媛県経営者協会　　　　　　　　

　会長　　田　中　和　彦　　

　定時総会の開会に当たりまして、一言ごあい

さつを申し上げます。

　今年度の総会は、新型コロナウイルスの感染

が拡大しておりますので、協会ができてから初

めて、オンラインでの開催とさせていただきま

した。本日は、お忙しい中を、多くの方にオン

ラインという形での参加をしていただきまし

て、誠にありがとうございます。ウィズコロナ

の時代にあって、一つの開催方法ではないかと

考えております。

　昨年度の定時総会は、年度当初に緊急事態宣

言が出されており、書面開催とさせていただき

ましたので、これで、２年連続でお集まりなき

ままに開催ということになってしまいました。

想像を絶する事態でございます。

　このため、講演会の講師に、徳島県の経営

者協会のパワフルな女性会長　林さんのスケ

ジュールをいただいておりましたけれども、２

年連続で、今回も延期ということになりまし

た。来年を待ちたいと思います。

　このように、昨年度は、コロナに明け、コロ

ナに暮れた１年だったと思います。第１波から

第４波まで、経済面では、この１年間のＧＤＰ

は戦後最悪の落ち込みになりましたので、各社

の皆さんとも経営には大変苦慮されたと思いま

す。

　私どもの業界、放送業界は、川で言いますと

川下に当たりますので、上流の各社さん、ある

いは、景気自体が悪くなってくると、川下には

水が落ちてこないということで大変でございま

した。たとえば、弊社の日本テレビ系列ネット

ワーク局（30局）は全社減収でございます。非

常に厳しい状態が続いてまいりました。

　雇用情勢を見ても、有効求人倍率は1974年度

のオイルショック以来の46年振りの下落となっ

ております。

　こうした中、経営者協会におきましては、労

務会議でテレワークを取り上げたほか、オンラ

インの開催に取り組みました。また、行政や経

団連が提供している、雇用調整助成金などに関

する情報や動画を紹介し、少しでも皆様のお役

に立てるよう努めたつもりでございます。
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　また、一昨年度から準備を進めておりました

「女性リーダーズクラブ」は、横山会長はじめ

関係者のご尽力によって、昨年７月に20名の会

員でスタートを切りました。また、この３月に

開催したセミナーには、108人という多くの方

の参加を得て、大成功を収めることができまし

た。ちょうど、第３波が中休みした頃だったの

で、非常にラッキーなタイミングでございまし

た。関係者の皆さんのご尽力、ご努力にあらた

めて感謝を申し上げます。

　加えて、デジタル化の方向に合わせて、協会

のホームページを大幅に改修いたしまして、機

関誌をホームページ上に掲載したほか、行事申

込みもホームページからできるようになりまし

た。一度ホームページをご覧いただければと存

じます。

　今年度については、コロナの収束が見通せ

ず、三原副会長も聖火リレーを走られたそうで

すが、私も伊予市を走りました。この聖火が、

見事、東京で花開くかどうか非常に微妙な状況

になっております。

　協会としては、ウィズコロナ時代に合わせ、

労務会議においてオンライン方式を多く取り入

れるとともに、皆様の関心が高いと思われる、

雇用調整助成金やセミナー等の情報を提供して

いきたいと考えております。

　また、昨年度発足した「女性リーダーズクラ

ブ」の活動を全面的にバックアップし、女性管

理職の増加を後押ししていきたいと考えており

ます。

　コロナについては、ワクチン接種の拡大に

よって、収束に向かうものと期待されておりま

すけれども、私も先週、高齢者枠で集団接種を

受けて参りました。こうしたことが繰り返さ

れ、いきわたってくればという気持ちがいたし

ます。弊社でも、ワクチンに対しては、接種の

日の翌日に特別有給休暇を設けたり、あるい

は、接種する方の助成金制度を設けたりと、早

期の感染収束に向けて貢献して参りたいと考え

ております。

　こうした努力を重ねて、コロナが収束をし、

ご参会の皆様、会員企業が発展をされ、来年度

の総会では、気兼ねなくリアルにお会いできる

ように、お話しできるようにご祈念申し上げま

して、開会のご挨拶といたします。

　本日は、よろしくお願いいたします。
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愛媛県経営者協会　

　新型コロナウイルスは感染収束の見通しは

立っておらず、今年度中に様々な行動制限が解

除されるのは難しいと見られており、これを前

提とするとともに、ニューノーマルに対応した

活動をしていくことが必要である。

　このため、今年度は、労務会議においてオン

ライン方式を多く取り入れるほか、経団連等が

提供するオンラインセミナーを積極的に紹介す

るとともに、コロナに関する助成金や制度改正

に関する情報提供に努める。

　労務会議は、高齢者雇用等の法改正に伴う事

項や、関心が高まっている副業など働き方の見

直しに関する事項、さらには人手不足対策など

当面の課題に関する事項を取り上げる。講演会

は、会員のニーズに沿った経済問題や労働問題

を取り上げる。

　昨年設立された「女性リーダーズクラブ」に

対しては、企業における女性管理職の増加に焦

点を絞った活動を支援し、経営戦略としての女

性活躍を進める。

　また、春季労使交渉状況調査など賃金関係の

調査を実施するほか、機関誌を発行し、情報提

供に努める。

　さらに、協会の活性化及び財政基盤の強化の

ため、引き続き新規会員の加入促進に努める。

　具体的な事業計画は次のとおりとする。

１　組織の運営活動

　　定時総会、理事会、正副会長会及び運営委

員会・労務委員会を開催し、協会の運営方針

等を協議・決定するほか、経団連や四国ブ

ロック経営者協会など関係機関の会議に参加

し、充実した協会運営が行えるよう情報収集

に努める。

２　女性リーダーズクラブの運営支援

　　企業の人材戦略として女性活躍が叫ばれて

いる中、昨年７月に設立された女性リーダー

ズクラブでは、女性活躍推進の加速化を目指

し、企業における女性管理職の増加に焦点を

絞った活動を行っている。同クラブでは今年

度もこの活動を継続する予定であるので、会

員企業の成長戦略の一助となるよう、この活

動を支援する。

３　労務会議、講演会等の開催

　⑴　労務会議

　　　６回開催することとし、テーマは次のと

おりとする。うち３回程度はオンライン開

催とする。

　　ア　多様な働き方とトラブル回避の基礎知

識

　　イ　同一労働同一賃金

　　ウ　副業・兼業及び出向

令 和 ３ 年 度 　 事 業 計 画
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　　エ　高年齢者雇用

　　オ　採用マーケティング

　　カ　カスタマーハラスメント対策

　⑵　講演会

　　　開催時期とテーマは次のとおり

　　　　10～11月　未定

　　　　１～２月　春季労使交渉対策について

　⑶　懇親会

　　　夏季、春季

４　調査研究事業

　⑴　春季労使交渉の妥結状況

　⑵　夏季賞与・一時金交渉の妥結状況

　⑶　年末賞与・一時金交渉の妥結状況

　⑷　新規学卒者の初任給の状況

５　資料・情報提供事業

　⑴　機関誌「愛媛経協」の発行（４回）

　　　７月号　定時総会開催結果等

　　　９月号　夏季賞与・一時金交渉の妥結状

況（経団連）等

　　　１月号　年末賞与・一時金交渉の妥結状

況（経団連）等

　　　３月号　春季労使交渉の動向等

　⑵　実態調査結果報告書等の発行

　　　７月　春季労使交渉の妥結状況

　　　８月　初任給調査結果報告書

　　　８月　夏季賞与・一時金交渉の妥結状況

　　　１月　年末賞与・一時金交渉の妥結状況

　⑶　経団連発行資料の配布

　　　「経営労働政策特別委員会報告」

　　　「春季労使交渉の手引き」　等

　⑷　電子メール等による情報の提供

　　　新型コロナウイルスに関連した支援制度

をはじめ、労働法制に関する制度改正や経

団連等が開催するセミナーの紹介など各種

の情報を、随時電子メール、ホームページ

及びＦＡＸにより提供する。

６　労働問題等に関する相談

　　新型コロナウイルスに関連した支援制度を

はじめ、労働問題等について随時、相談に応

じる。その結果、必要な場合には適切な機関

を紹介する。

７　関係機関・関係団体等が主催する会議等へ

の参加

　　愛媛労働局、愛媛県等の関係行政機関の会

議及び各種関係団体が主催する各種行事に参

加し、最新の情報を収集するとともに積極的

に使用者側の立場に立った意見を表明する。

８　公設審議会等の委員活動

　⑴　愛媛県雇用対策会議

　⑵　愛媛県労働委員会

　⑶　愛媛地方労働審議会

　⑷　愛媛地方最低賃金審議会

　⑸　愛媛県職業能力開発審議会

　⑹　公正採用選考人権啓発協力員

　⑺　労働者災害補償保険審査参与

　⑻　雇用保険審査参与

　⑼　労働者派遣事業適正運営協力員
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令和３年度　年間事業計画一覧表
月 会　　　議　　　名 調　査　事　項 資　料　発　行

４
・運営委員会・労務委員会合同会議
　 （４月13日～４月27日　書面開催）
・会計監査 （26日　協会事務所）

５
・春季労使交渉の妥結状

況調査
　（５月上旬～７月上旬）

６ ・令和３年度　定時総会
 （１日　オンライン開催）

・初任給調査
　（６月上旬～７月下旬）

７

・女性リーダーズクラブ第１回定例会
 （７日　松山市男女共同参画推進センター）
・労務委員会 （12日　東京第一ホテル松山）
・労務会議 （15日　えひめ共済会館）
　「これからどうなる働き方」　
　～多様な働き方とトラブル回避の基礎知識～
　　みき社会保険労務士事務所
　 特定社会保険労務士　田渕　美紀　氏

・夏季賞与・一時金交渉
の妥結状況調査

　（７月上旬～８月下旬）

・愛媛経協７月号
・ 春季労使交渉の妥結結

果

８
・初任給調査結果報告書
・夏季賞与・一時金交渉

の妥結結果

９

・労務会議 （15日　オンライン開催）
　「同一労働同一賃金の対応　現状はどう

なっているのか？　企業対応は？」
　　木村社会保険労務士事務所
　 社会保険労務士　木村　倫人　氏

・愛媛経協９月号

10
～
11

・秋季講演会

11

・労務会議 （10日　えひめ共済会館）
　「兼業・副業について」
　　Mind Up　 まえ　ふみ　氏
　「出向について」
　　（公財）産業雇用安定センター愛媛事務所
　　 所長　堀内　浩司　氏

・年末賞与・一時金交渉
の妥結状況調査

　（11月上旬～12月中旬）

12

・労務会議 （15日　オンライン開催）
　「高年齢者雇用をめぐる法改正&今後の

実務対応」
　　木村社会保険労務士事務所
　　 社会保険労務士　木村　倫人　氏

1

～

２

・理事会
・春季講演会
　「春季労使交渉対策について」
　 （一社）日本経済団体連合会から派遣

・愛媛経協１月号
・年末賞与・一時金交渉

の妥結結果

２
・労務会議 （17日　オンライン開催）
　「採用マーケティングについて」
　　ＩＭソリューションズ㈱
　 代表取締役　岡本　　陽　氏

３

・労務会議 （９日　えひめ共済会館）
　「カスタマーハラスメント対策
　～そのお客様は神様か？」
　　四季法律事務所　弁護士　和田　資篤　氏
・意見交換懇談会 （えひめ共済会館）

・愛媛経協３月号
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女性管理職の拡大を目指して

愛媛県経営者協会　　　　　　　　
女性リーダーズクラブ　　　　　　

会　長　横　山　ぬ　い　　
（㈱エス・ピー・シー　常務取締役）

　昨年７月に発足した「女性リーダーズクラ

ブ」の活動も10ヶ月が過ぎました。企業の人材

戦略として「女性活躍推進」が叫ばれる中、当

クラブでは、女性活躍推進の加速化を目指し、

企業における女性管理職の増加に焦点を絞って

活動を始めました。

　勉強会では、県内企業の取組み事例の発表

や、グループディスカッションの開催など、管

理職増加の方策を模索、検討しています。

　年度事業の集大成として、３月８日に「成長

戦略としての女性活躍推進セミナー」を開催し

ました。女性活躍に優れた「なでしこ銘柄」に

選ばれた高知銀行の頭取と、四国の銀行で初の

女性取締役に選ばれた常務さんをお招きし、コ

ロナ禍の下、108名にのぼる多くの方々にご参

加いただきました。

　男性中心型労働慣行からの脱却を、自然な時

代対応と捉えた頭取のリーダーシップや、女性

常務の様々な困難を乗り越えた先に得た、真の

仕事のダイナミズムなどを、熱く優しい口調で

語っていただきました。

　経営戦略における女性活躍推進の目的のひと

つに、視点の多様性があります。組織に複数の

視点が存在することで、常に健全な議論、健全

な点検を促しながら歩むことが可能になりま

す。マネジメントに携わる女性を増やすこと

が、企業のガバナンスを高め、イノベーション

が生まれていきます。女性活躍は、企業の成長

に欠かせない戦略の一歩だと確信しています。

　私達、女性リーダーズクラブの活動は始まっ

たばかりですが、これからも活動を通じて、会

員各社の発展に微力ながら貢献していきたいと

考えています。引き続きのご指導・ご協力をい

ただきますよう、お願い申し上げます。

（令和３年４月12日協会ホームページ ｢コラム」掲載）

コラム
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Something New

愛媛県経営者協会　　　　　　　　　

専務理事　大　西　宏　昭　　

　ある大学教授が若い頃、アメリカに留学し、

週に１回担当教官から指導を受ける際に言われ

た言葉です。「この１週間、本を何千ページ読

みました、論文を何本読みました」ではなく、

「私はこういう新しい理論を考えました、こう

いう新しい方法を考えました」ということを毎

週求められたそうです。

　私は、６年間専務理事に選任いただいており

ましたが、この度、退任させていただくことと

いたしました。

　葊瀨前会長の下では、平成29年度に協会創立

70周年の講演にパナソニックの長榮会長をお招

きすることができ、その後、講演会の講師は経

済人に舵を切り、コメダ珈琲社長、安川電機社

長、源吉兆庵副社長からお話をお聞きすること

ができました。

　また、役員の方々に新規会員のご紹介をお願

いし、平成29年度には26年ぶりに会費収入が増

加に転じることができました。

　さらに、会員の皆様のご協力を得て、メール

の連絡網を整備し、セミナーなどの情報発信に

取り組むことができました。

　田中会長が就任されてからは、女性リーダー

ズクラブの設立に関わらせていただき、セミ

ナーの際には、これまで交流のなかった方々

にもＰＲして回り、100名を超える方にご参加

いただいたことは、望外の喜びでした。また、

ホームページの改修にも携わらせていただきま

した。

　事務局では、コロナによりZoomを導入する

など、切羽詰まって新しい対応を求められるこ

ともありますが、会長ご指導の下、「ドキドキ

わくわく」するようなSomething Newに取り

組んでいただくことを期待しています。

（令和３年５月26日協会ホームページ ｢コラム」掲載）

コラム
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よろしくお願いします。

愛媛県経営者協会　　　　　　　　　

専務理事　八　塚　　　洋　　

　皆様、こんにちは。６月１日の総会において、

専務理事にご選任いただいた八塚です。

　今年の３月に38年間勤務した愛媛県庁を定年

退職し、４月から経営者協会で仕事をさせてい

ただいております。

　大西前専務理事からは、丁寧に業務の引継ぎ

をしていただいているところですが、業務内容

が多岐にわたり、勉強すべきことの多さにとま

どっているのが正直なところです。自らを磨く

機会ととらえて、前向きに取り組みたいと思っ

ておりますので、会員の皆様には、ご指導、ご

鞭撻をよろしくお願いいたします。

　私の故郷は、しまなみ海道を四国側から渡っ

た最初の島の大島です。今年度は、５月半ばま

では協会の勤務が非常勤であったため、頻繁に

帰省して、相続した山中の耕作放棄地の荒廃を

少しでも抑えるべく除草、雑木伐採に取り組み

ました。自然相手に無駄な抵抗ではありました

が、作業の合間に小鳥のさえずりを聞き、吹く

風の中に初夏の香りと温もりを感じ、鮮やかな

新緑を目にして、生まれ育った土地の良さをあ

らためて感じたところです。

　故郷にある亀老山展望台からの眺めは最高で

す。バラ公園のバラは、これから見頃です。皆

様も、是非お越しください。

（令和３年６月２日協会ホームページ ｢コラム」掲載）

　コラムへの投稿を募集しています。
　各社の活動、業界の取組み、地域の話題から
個人の趣味まで、何でも結構ですから、協会事
務局まで原稿をお寄せください。
 （800字程度以内）

コラム
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メガトレンドとコロナ禍

愛媛県経営者協会　　　　　　　　

副会長　遠　藤　辰　也　　
（住友重機械工業㈱ 専務執行役員 愛媛製造所長）

　この度、愛媛県経営者協会の副会長を拝命い

たしました、住友重機械工業㈱専務執行役員、

愛媛製造所長の遠藤でございます。正常な経営

権の擁護と健全な労使関係の確立、そして県内

産業の発展と企業経営の活力向上に努めて参り

ますので宜しくお願い申し上げます。

　さて、昨年から続くコロナ禍は我々の経営環

境にも多大な影響をもたらしています。弊社で

も社内での在宅勤務やリモート会議などコミュ

ニケーション改革はもちろんのこと、販売して

いる機械装置のリモートメンテナンスなど、可

能な限り人流を削減し３密を避ける活動を推進

しています。

　しかし、これらはよく見ると、働き方改革、

物流変革、遠隔化／自動化などであり、このコ

ロナ禍以前からもともと存在していたもので、

所謂、この社会の『メガトレンド』の一部なの

です。ただ、このコロナ禍がそのタイムスケー

ルを一挙に縮めこれを加速させたとも言えま

す。

　そもそも、これらメガトレンドはこの現実社

会における不合理を廃し、より人間らしく安全

で豊かな生き方を求める指向があり、集団生活

を束縛するコロナ禍が、どちらかと言うと各個

人の多様で自由な生き方を誘導、活性化するメ

ガトレンドを促進していることは、（皮肉です

が）ある意味必然なのかもしれません。

　一方、コロナ禍が現在与えている大きな社会

的な不合理に目を向けてみると、持続可能な豊

かな生活を阻害する環境問題の不合理とも重な

り、それが最優先のＥＳＧ課題でもあるカーボ

ンニュートラルへの動きを更に後押ししている

とも考えています。

　まさしく今、時代は変節を迎えており、我々

経営者はコロナ禍に後押しされているこの『メ

ガトレンド』に、如何に適応できるかが試され

ているとも言えます。その為には正しい経営と

健全な労使関係が不可欠であることは言うまで

もありません。微力ながら本協会のお役に立て

る様、精進致しますので、宜しくご支援のほど

お願いします。

（令和３年６月２日協会ホームページ「コラム」掲載）

コラム
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　資本主義は大転換期を迎えている。地球規模で蔓
延した新型コロナウイルス感染症により、世界経済
は大打撃を受けただけでなく従来型の資本主義のも
とで進行していた経済的格差や環境問題が深刻化
し、その限界が明らかになった。まずは、各国の連
携・協調の下、ワクチンの早期開発・調達、ワクチ
ン接種をはじめ感染症の収束に政策資源を大胆に投
入することが急務である。同時に、ポストコロナの
新たな時代を見据え、様々な社会課題を解決するた
めの政策を提示し、国民各層の理解や共感を得てそ
れを実現していく必要がある。
　経団連は、これまでの成長戦略の路線に一旦終止
符を打つ新たな構想として、昨年11月、「。新成長
戦略」を公表した。その中で新しい資本主義の形と
して、「サステイナブルな資本主義」を掲げ、コロ
ナ禍を乗り越えて持続可能な成長を実現するため
に、多様化・複雑化するステークホルダーの要請に
応え、価値の包摂と価値の協創によって資本主義を
進化させていくことの必要性を強く訴えた。
　この新たな指針の下、経済界も資本主義社会の重
要なプレイヤーとして、自らの事業活動を通じて格
差や気候変動等をはじめとする社会課題の解決に、
これまで以上に迅速かつ積極的に取り組む責務があ
る。産学官、スタートアップを含めた様々な主体と
の多面的・重層的な連携を基盤として、未来志向の
取り組みにより次元の異なるイノベーションを起こ
し、成長のモメンタムを取り戻す。その際、カギと
なるのは人間の英知と経済社会のあらゆる分野にお
けるデジタル化の推進であり、デジタルトランス
フォーメーション（DX）による課題の可視化とソ
リューションの創出である。こうした取り組みは、
経団連が提唱してきた人間中心のSociety 5.0 for 
SDGsに他ならない。同時に、戦後の国際秩序が大
きく変容し、保護主義の台頭やわが国を取り巻く安
全保障環境が大きく変化する中で、自由で開かれた
国際経済秩序の再構築を促すことが急務である。
　経団連は、「。新成長戦略」に示した「DXを通じ
た新たな成長」「働き方の変革」「地方創生」「国際
経済秩序の再構築」「グリーン成長の実現」への取
り組みを加速化し、Society 5.0 for SDGs実現を目

指す。併せて、持続的な成長につながる適切な資源
配分の必要性や有事への備えの観点から、財政健全
化への取り組みを求める。また、国内はもとより米
国、中国、欧州、アジア諸国等、各国経済界との対
話促進に努め、国際協調・連携の強化に向けた我が
国のリーダーシップの発揮に経済界の立場から貢献
する。

記

１．新型コロナウイルス感染拡大防止と経済活動の
両立

　　新型コロナウイルス感染症の収束に向けて引き
続き総力を挙げて対応する。ウィズコロナの長期
化が予想されるなか、感染防止対策の徹底と効果
的・効率的な病床確保策等を通じた医療提供体制
の強化を図りつつ、経済への影響を最小限に抑え
るための方策に官民一体となって取り組む。感染
症の早期収束とその後の経済回復を見据えつつ、
検査体制の拡充、速やかなワクチン接種に伴うロ
ジスティクス体制の整備や国民へのワクチン接種
の働きかけ、感染状況の迅速な把握や感染防止対
策のための情報収集・分析基盤の活用とともに、
出入国制限の緩和、陰性証明・ワクチン接種履歴
のデジタル化・国際連携を通じた国際的な経済活
動の再開を推進する。科学的知見を踏まえ、経団
連の感染予防対策ガイドラインの適時改訂を行
う。

２．DXを通じた新たな成長
　　世界中でDXによって産業構造の転換が進む

中、コロナ対策としてもDX推進の重要性に注
目が高まっている。引き続き、ヘルステックや
EdTechの活用を通じたDXを加速させることで
Well-beingの向上を実現する。行政、金融、産業
等の各分野において徹底した規制改革とデジタル
化・データの共有等を進め、強靭な経済社会を構
築する。初等中等教育から大学教育にいたるま
で、EdTechを活用し、多様な人々が場所や空間
を問わず新しい学びを実現するための教育改革を

2021年度事業方針

「。新成長戦略」でサステイナブルな資本主義を目指す

2021年６月１日
一般社団法人　日本経済団体連合会
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推進する。DXにより生活者が暮らしやすさを実
感する社会を目指して、生活者の価値実現に向け
た企業横断の協創プロジェクト（経団連DX実装
プロジェクト）を加速・強化する。わが国政府の

「データ戦略」検討への参画等データ活用促進に
向けた環境整備、サイバーセキュリティ強化、マ
イナンバー制度の徹底活用とマイナンバーカード
の普及促進、デジタル・ガバメントの実現、AI

（人工知能）の活用促進、新たな成長産業の生み
手、担い手であるスタートアップの振興に取り組
む。Society 5.0のモデルとなるスマートシティー
の社会実装支援を推進する。

３．働き方の変革
　　日本型雇用システムの見直しを視野に入れつ

つ、働き手のエンゲージメントと労働生産性の向
上を図る観点から、働き手の自律性を重視した
多様で柔軟な働き方の実現を目指す。具体的に
は、女性をはじめ若者、高齢者、障がい者、外国
人、LGBTなど多様な人々のさらなる活躍につな
がる、場所と時間に捉われない働き方を推進し、
多様性を経営の力に変える。企画業務型裁量労働
制の対象業務拡大の早期実現やその他労働時間法
制の見直しに向けた機運を醸成するとともに、副
業・兼業の一層の促進を図る。また、ポストコロ
ナを見据えて、成長産業への円滑な労働移動を推
進するための方策を検討する。加えて、大学等が
実施するリカレント・プログラムの策定支援等を
通じて、リカレント教育の拡充を後押しする。コ
ロナ禍への対応に伴い雇用安定資金が枯渇してい
ることから、一般財源の投入による雇用保険財政
の早期再建を働きかける。

４．地方創生
　　地方の強みを活かし価値を生み出し続ける社会

を目指して、DXを梃子に、地方の経済団体、自
治体、大学をはじめ地域で中核的な役割を果たし
ている主体との連携を強化する。日本全体で人口
減少が続くなか、コロナ禍で定着したテレワーク
など新たな働き方の拡大は地方創生の追い風とな
る。地方への人の流れを創出することで大都市へ
の過度な集中を是正し、地域経済社会の強靭性を
高めるために、地方自治体間の広域連携の促進に
向けて望ましい行政システムのあり方を検討す
る。製造業の競争力強化はもとより、地域経済の
けん引役である農業の成長産業化、輸出産業化、
持続可能な観光産業の実現に向けた構造改革に資
する施策を検討し政府に働きかける。

５．国際経済秩序の再構築
　　ポストコロナに向けて自由で開かれた国際経済

秩序の再構築が急務となっており、グローバルな
諸課題について各国・地域の緊密な連携・協調が
必須である。経団連は、米国、中国、欧州、アジ
ア諸国等、各国の政府・経済団体との連携・対話
を進めるとともに、B7サミット・B20サミット等
への主体的な参画を通じて、民間外交を精力的に
展開する。WTO（世界貿易機関）改革やDFFT
の実現をはじめとする様々な国際ルールの策定に
積極的に関与していく。安全保障とグローバルな
事業活動の両立に向けて、先端技術の開発・実装
基盤の強化、機微技術の流出防止の徹底など、経
済安全保障の確保に関する施策について、わが国
政府との対話を通じて連携しながら検討を深め
る。

６．グリーン成長の実現
　　喫緊の課題である気候変動対策を中心に、総合

的な国家戦略として、経済と環境の好循環（グ
リーン成長）を創出する。2050年カーボンニュー
トラルの実現に向けて、わが国の取り組みへの内
外からの理解と信頼を得ながら、政府と一体と
なって不退転の決意で取り組む。アジア諸国も含
めたグローバルな取り組みを加速させるととも
に、「チャレンジ・ゼロ」等を強力に推進し、産
業における生産プロセスの革新、脱炭素に資する
製品・サービスの大規模な普及など、経済社会に
抜本的な改革をもたらす異次元のイノベーション
創出を加速させる。脱炭素エネルギーの安価で安
定的な供給の実現に取り組み、とりわけ電力につ
いて、投資環境の整備、送配電網の次世代化、再
生可能エネルギーの主力電源化、原子力の継続活
用等を図る。サステイナブルな社会の構築と新た
な成長機会に向け、循環経済（サーキュラーエコ
ノミー）、生物多様性、環境リスク管理等に関す
る取り組みを統合的に推進する。

　上記を実現するためには、民間投資の喚起・生産
性向上に資する環境整備や、経済構造の改革を促す
国家戦略的な課題への政策支援が不可欠である。ま
た、全世代型社会保障制度改革、企業活動の活性化
に資する国内税制改正・デジタル経済活動の進展に
即した各国間の合意に基づく国際課税ルールの見直
し、中小企業を含む国内外のサプライチェーンの強
靭化・取引適正化、国際金融都市構想実現に向けた
機運醸成、大学改革、コーポレートガバナンスやデ
ジタル経済下での競争政策のあり方、ダイバーシ
ティ＆インクルージョンの推進など、企業を取り巻
く諸課題について経済界の意見を集約し、政府に対
して必要な政策の実現を求めていく。
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(174) (109) (21) (8) (58) (41) (29) (65)

100.0 57.9 《21.7》 《5.6》 《56.6》 《32.9》 《23.1》 42.1

(247) (143) (31) (8) (81) (47) (33) (104)

100.0 67.1 《20.8》 《5.7》 《58.5》 《43.4》 《15.1》 32.9

(79) (53) (11) (3) (31) (23) (8) (26)

全

産
業

500人

以上計

500人

未満計

計

非製造業

製 造 業

集計

企業数

全 産 業

業績連動方式をとり入れている

業績連動方

式をとり入れ
ていない

2020 年「夏季・冬季 賞与・一時金調査結果」の概要 

 

2021 年４月 16 日 

（一社）日本経済団体連合会 

（一社）東 京 経 営 者 協 会 

 

Ⅰ．調査の基本事項 

調査目的：企業における賞与・一時金（ボーナス）の支給実態を把握

し、今後の参考とするため、1953 年より毎年実施 

調査対象：経団連企業会員および東京経営者協会会員企業 2,039 社 

調査時期：夏季賞与 2020 年６月および７月支給分 

      冬季賞与 2020 年 11 月および 12 月支給分 

回答状況：集計企業数 357 社(製造業 45.7％、非製造業 54.3％ 

従業員 500 人以上 75.1％)、有効回答率 17.5％ 

 

Ⅱ．調査結果の概要 

１．賞与・一時金総額（原資）の決定方法 

 業績連動方式を導入している企業の割合は 60.1％（前年比＋0.6 ポ

イント）で、本項目の調査を開始した 1987 年以降の最高値を２年連続

（2019 年 59.5％）で更新し、初めて６割超となった。 

 業績連動の基準とする指標（複数回答）としては、「営業利益」（57.1％）

が最も多く、次いで「経常利益」（35.7％）となっている。「営業利益」

が最も多い傾向は、産業別と規模別のいずれの区分においても同様で

あり、製造業では６割超（62.1％）を占めている（図表１）。 

図表１ 賞与・一時金総額（原資）の決定方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

注：(1)《  》内は、業績連動方式を取り入れている企業を 100.0 とした割合。 

    複数回答のため内訳と合計の企業数は一致せず、100.0 を超える 

    (2)小数点第２位以下四捨五入のため、合計が 100.0 にならない場合がある 
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注： (1)対前年増減率は、各年における集計企業の平均支給額と対前年平均増減額を基に算出。  

     △印はマイナスを示す  

   (2)集計企業が年ごとに異なるため、経年的な推移をみる際には留意されたい  

    (3)労働組合のある企業では、組合員を非管理職、役付非組合員を管理職として集計している  

支  給  額 月 数
対前年
増減率

支  給  額 月 数
対前年
増減率

支  給  額 月 数
対前年
増減率

支  給  額 月 数
対前年
増減率

年 円 月分 ％ 円 月分 ％ 円 月分 ％ 円 月分 ％

2006 794,052 2.5 4.0 782,769 2.4 3.8 1,522,490 2.6 4.0 1,388,780 2.5 4.8

2007 789,535 2.4 1.7 783,656 2.4 0.9 1,484,620 2.6 1.2 1,427,075 2.5 0.8

2008 766,125 2.4 △0.9 764,316 2.4 △1.7 1,482,296 2.6 △1.9 1,418,239 2.5 △3.1

2009 669,121 2.1 △14.6 664,239 2.1 △12.6 1,298,750 2.3 △16.6 1,240,821 2.2 △13.2

2010 702,429 2.2 2.9 705,328 2.3 2.0 1,376,091 2.4 4.7 1,314,736 2.3 3.8

2011 726,232 2.3 4.9 720,538 2.3 3.5 1,367,910 2.4 4.2 1,322,911 2.4 2.3

2012 704,262 2.3 △1.0 695,719 2.2 △2.2 1,419,271 2.5 △1.3 1,333,679 2.4 △3.0

2013 710,244 2.3 0.7 722,683 2.3 2.4 1,370,619 2.4 0.5 1,357,754 2.4 3.2

2014 777,659 2.4 7.4 754,270 2.4 3.4 1,522,615 2.7 8.6 1,414,344 2.5 2.7

2015 777,135 2.5 2.5 761,824 2.4 2.7 1,533,330 2.7 2.6 1,470,561 2.6 3.5

2016 749,673 2.4 0.6 730,183 2.4 0.0 1,475,382 2.6 1.6 1,384,574 2.5 △1.1

2017 746,100 2.4 1.7 742,392 2.4 3.1 1,494,201 2.6 1.5 1,421,882 2.5 3.6

2018 781,868 2.5 3.8 756,709 2.4 2.2 1,600,118 2.8 4.8 1,473,440 2.6 2.7

2019 759,177 2.5 0.2 741,472 2.4 △0.3 1,552,583 2.7 △0.2 1,424,541 2.5 △0.2

2020 741,504 2.4 △1.5 683,471 2.2 △4.4 1,511,632 2.6 △3.0 1,345,972 2.3 △5.2

暦年

職　   理 　  管職　   理 　  管 　  非

夏     季 冬     季 夏     季 冬     季

２．賞与・一時金の水準  

 非管理職・管理職別にみると、非管理職では、夏季 74 万 1,504 円

（対前年増減率△1.5％）、冬季 68 万 3,471 円（同△4.4％）、管理職

では、夏季 151 万 1,632 円（同△3.0％）、冬季 134 万 5,972 円（同△

5.2％）と、いずれも前年と比べマイナスとなった。コロナ禍等の影

響により、夏季・冬季ともにリーマン・ショック後の 2009 年に次ぐ

減少率となった（図表２）。 

図表２  賞与・一時金支給額の推移（非管理職・管理職別）  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．産業別の状況（非管理職平均）  

 製造業平均は、夏季 72 万 7,704 円（対前年増減率△3.5％）、冬季 69

万 7,662 円（同△5.5％）、非製造業平均は、夏季 75 万 3,771 円（同＋

0.3％）、冬季 67 万 679 円（同△3.3％）となり、非製造業の夏季を除

き、前年を下回った。 

産業ごとにみると、製造業では、夏季・冬季ともにマイナスの産業

が多い中、食料品（夏季＋1.0％、冬季＋4.7％）と紙・パルプ（夏季＋

5.6％、冬季＋2.3％）は夏季・冬季とも前年比プラスとなった。 

非製造業では、夏季に比べて冬季に前年を下回った産業が多い中、

運輸・通信業は夏季・冬季ともに前年を上回った（夏季＋1.0％、冬季

＋1.6％）。なお、最もマイナス幅が大きいのは、夏季・冬季ともにサ

ービス業（夏季△1.5％、冬季△6.1％）となっている（図表３）。 
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注：(1)対前年増減率は、産業ごとに集計企業の平均支給額と対前年平均増減額を基に算出。 

    △印はマイナスを示す 

   (2)集計企業数が２社に満たない場合は数字を伏せた 

28.8 

38.1 

47.3 

53.5 

54.1 

37.6 

33.8 

32.4 

29.9 

27.5 

30.1

26.1

18.1

14.8

15.9

3.5

2.0

2.2

1.8

2.5

その他考課査定分 定額分定率分

19.8

21.8

30.7

30.6

36.8

48.4

51.1

51.4

50.6

44.7

28.0

24.5

15.8

17.1

16.3

3.8

2.6

2.1

1.7

2.2

2020年

2015年

2010年

2005年

2000年

考課査定分 定額分 その他定率分

＜管理職＞＜非管理職＞

集計
企業数

支給額 月数
対前年
増減率

集計
企業数

支給額 月数
対前年
増減率

平均
年齢

平均
勤続

社 円 月分 ％ 社 円 月分 ％ 歳 年

全  産  業  平  均 272 741,504 2.4 △1.5 270 683,471 2.2 △4.4 38.1 13.7

食 料 品 10 721,846 2.4 1.0 10 778,768 2.6 4.7 38.8 12.8

繊 維 ・ 衣 服 2 775,879 2.3 △1.7 2 780,831 2.3 △1.9 41.3 17.1

紙 ・ パ ル プ 4 732,352 2.6 5.6 4 716,625 2.5 2.3 37.5 14.7

化 学 ・ ゴ ム 25 777,925 2.5 △2.4 25 762,186 2.4 △4.1 38.1 14.2

石 油 ・ 石 炭 製 品

窯 業 4 888,478 2.9 △3.9 4 876,839 2.8 △5.6 38.4 15.2

金 属 工 業 18 647,124 2.5 △5.4 18 618,297 2.4 △4.9 38.5 15.7

機 械 器 具 52 760,182 2.5 △4.4 52 695,577 2.2 △8.7 39.2 15.6

新 聞 ・ 出 版 ・ 印 刷 2 107,830 0.4 △45.7 2 107,386 0.4 △46.6 37.8 9.8

そ の 他 の 製 造 業 11 641,015 2.1 △3.6 11 637,165 2.1 △5.2 39.2 14.9

製  造  業  平  均 128 727,704 2.4 △3.5 128 697,662 2.3 △5.5 38.8 14.9

鉱 業 1 1 32.8 10.9

土 木 建 設 業 33 926,419 3.2 1.5 33 759,812 2.6 △4.1 36.6 12.2

卸 売 ・ 小 売 業 35 902,471 2.7 △0.2 36 786,013 2.4 △4.1 37.5 11.7

金 融 ・ 保 険 業 11 536,878 2.0 1.8 11 535,698 2.0 △1.7 37.9 13.3

運 輸 ・ 通 信 業 22 792,868 2.6 1.0 20 704,135 2.4 1.6 37.8 13.0

電 気 ・ ガ ス 業 3 703,931 2.0 △0.5 3 801,002 2.3 1.3 40.1 19.7

サ ー ビ ス 業 39 515,712 1.7 △1.5 38 488,197 1.7 △6.1 37.1 10.3

非 製 造 業 平 均 144 753,771 2.5 0.3 142 670,679 2.2 △3.3 37.4 12.3

夏         季 冬         季 労務構成

製
　
　
　
造
　
　
　
業

非
　
製
　
造
　
業

図表３ 産業別の賞与・一時金支給額 ―非管理職平均― 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

４．配分割合  

 １人あたり平均支給額を 100 として配分比率を高い順にみると、非

管理職では「考課査定分」（37.6）、「定額分」（30.1）、「定率分」（28.8）、

管理職では「考課査定分」（48.4）、「定額分」（28.0）、「定率分」（19.8）

と、どちらも同じ順番となっている。 

 ５年ごとの経年でみると、非管理職・管理職ともに「考課査定分」

と「定額分」が増加し、「定率分」が減少傾向にある（図表４）。  

図表４ 賞与・一時金の配分割合の推移 ―全産業、夏季― 

 
 
 
 
 
 
 
 
 



愛　　　媛　　　経　　　協

－ 16 －

 

 

注：(1)( )内は５年前の 2015 年調査の数値 

   (2)小数点第２位以下四捨五入のため、合計が 100.0 にならない場合がある 

10％
未満

10％以上
20％未満

20％以上
30％未満

30％以上
40％未満

40％以上
50％未満

50％
以上

％ ％ ％ ％ ％ ％
17.3 33.6 16.4 12.7 2.7 17.3

(13.7) (34.7) (18.9) (11.6) (4.2) (16.8)

7.8 23.4 21.3 9.2 9.2 29.1

(6.6) (22.1) (20.6) (18.4) (3.7) (28.7)

11.3 23.4 11.3 7.1 5.0 41.8

(13.2) (16.9) (16.2) (12.5) (7.4) (33.8)

15.2 25.0 20.7 13.0 4.3 21.7

(11.1) (18.5) (27.2) (12.3) (7.4) (23.5)

6.6 25.0 12.5 16.2 7.4 32.4

(5.9) (19.3) (16.8) (16.0) (7.6) (34.5)

9.6 18.4 16.2 8.8 10.3 36.8

(10.1) (9.2) (21.0) (11.8) (10.9) (37.0)

管
理
職

最高と最低の
幅が同じ場合

最高と最低の
　幅が異なる場合

最高幅

最低幅

非
管

理
職

最高と最低の

幅が同じ場合

最高と最低の
　幅が異なる場合

最高幅

最低幅

５．考課査定の幅 

標準者を０とした考課査定幅の分布状況は、非管理職・管理職とも

「最高と最低の幅が同じ場合」では「10％以上 20％未満」が、「最高と

最低の幅が異なる場合」では「50％以上」が最も多い。この傾向は、

2016 年から続いている。 

５年前の 2015 年と比較すると、「最高と最低の幅が同じ場合」では、

非管理職には大きな変化は見られないが、管理職では「10％以上 20％

未満」が 6.5 ポイント上昇し 25.0％に上っている。 

「最高と最低の幅が異なる場合」では、非管理職の最低幅「50％以

上」（＋8.0 ポイント）と管理職の最低幅「10％以上 20％未満」（＋9.2

ポイント）が増加した。一方、非管理職の最高幅「30％以上 40％未満」

（△9.2 ポイント）は減少した（図表５）。 

 図表５ 賞与・一時金における考課査定幅の分布状況 ―全産業、夏季― 
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最 近 の 労 働 判 例 か ら

【事件の概要】

　生命保険業等を業とする株式会社である被告

が、時短勤務制度の事実上の適用を受けていた

育成部長の原告に対し、原告が部下に時間外に

活動報告を繰り返し求めていたことがパワーハ

ラスメントに当たるとして懲戒戒告処分とした

ことについて、原告が、被告に対し、この点に

関する不法行為に基づく慰謝料請求、及び長時

間労働について被告が使用者として適切な対応

を怠ったことを理由とする使用者責任ないし安

全配慮義務違反・職場環境配慮義務違反による

債務不履行責任に基づく慰謝料請求を求めた事

案。

【判決の要旨】

　被告の部下に対する報告を求める態様や頻度

に照らしても、このような行為は、業務の適正

な範囲を超えたものであると言わざるを得ず、

育成部長の立場にあった原告が部下に対し、そ

の職務上の地位の優位性を背景に精神的・身体

的苦痛を与える、又は職場環境を悪化させる言

動を行ったと評価できるものであって、パワー

ハラスメントに該当し懲戒事由となるものであ

り、調査が不十分といえないことや量定が重き

に過ぎるともいえないことも併せ鑑みると、被

告の処分は懲戒権の濫用に当たらず、被告によ

る本件懲戒処分は有効であるといえるから、原

告に対する不法行為の成立は認められない。

　原告が育成部長に昇任して以降、上司らは原

告が短時間勤務の適用を事実上受けていたこと

については当初から知っていたものの、原告に

ついて時間外労働が生じていることを認識して

いたこと、原告がこの点について相談・改善を

求めていたこと、労基署から時間外労働につい

て是正勧告がなされていること、労使協定の締

結が平成30年５月までなされていないこと等か

らすれば、被告には、原告の長時間労働を放置

したという安全配慮義務違反が認められ、その

慰謝料額は、10万円をもって相当と認める。

【経団連　労働法制本部】

　　詳細については、経団連出版刊「労働経済

判例速報2432号」をご参照ください。

【アクサ生命保険事件】
（東京地裁　令和２・６・10判決）

▼「長時間労働の認識可能性があったにもか

かわらず、特段措置を講じなかったとして、

原告が具体的な疾患を発症しなかった場合

でも慰謝料請求が認められた例」▼
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【事件の概要】

　正社員と時給制契約社員である第一審原告ら

との間の、年末年始勤務手当、病気休暇の有

給・無給に係る労働条件の相違が労働契約法20

条にいう不合理と認められるものにあたるとし

て、上告人に対し不法行為に基づく損害賠償請

求を行った事案。

【判決の要旨】

　年末年始勤務手当は、多くの労働者が休日と

して過ごしている年末年始の期間において、

郵便業務に従事したことに対し、その勤務の特

殊性から基本給に加えて支給される対価として

の性質を有する。その支給趣旨は郵便業務を担

当する時給制契約社員にも妥当する。そうする

と、かかる労働条件の相違は不合理である。

　私傷病により勤務できなくなった正社員に有

給の病気休暇が与えられているのは、長期にわ

たり継続して勤務することが期待されることか

ら、その生活保障を図り、私傷病の療養に専念

させることを通じて、その継続的な雇用を確保

するという目的による。時給制契約社員は、有

期労働契約の更新を繰り返して勤務する者が存

するなど、相応に継続的な勤務が見込まれてい

るといえる。

　そうすると病気休暇を有給とするか無給とす

るかにつき相違があることは不合理である。

【経団連　労働法制本部】

　　詳細については、経団連出版刊「労働経済

判例速報2429号」をご参照ください。

【日本郵便（東京）事件】
（最高裁　令和２・10・15判決）

▼「年末年始勤務手当、病気休暇の有無・無給等

に係る労働条件の相違が不合理とされた例」▼
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概　要
　24歳、独身女性Ｃさん、国立大学大学院工学修士

修了。特に家族歴はありませんが、大学生時に過換

気症候群と月経前症候群（ＰＭＳ：Premenstrual 

syndrome）の受診歴がありました。性格は几帳面で

完全主義、神経質なところはありましたが、親にとっ

てはずっと“イイ子”でした。大学院修了後、大手製

造業に技術系専門職として就職。大学院時代の研究課

題は、土木系構造設計が専門分野でしたが、公共事業

の減少から、就職した企業でその部門の撤退が決まり

ました。撤退がちょうどＣさんの入社と重なったた

め、入社直後より大学や大学院で学んだ専門分野とは

直接には関係のない、機械関連システム系の仕事に就

く可能性の説明を受けました。人事担当者の積極的な

入社勧誘があったことや専門に合った仕事が出来るこ

とを選び就職したので、入社当初より不安と不満があ

りました。その上、親元を離れ初めての単身の寮生活

でした。それでも、気持ちを切り替えて新しい仕事に

意欲的に取り組む覚悟でいました。研修で、システム

開発の具体的な仕事内容を知りましたが、システムを

作ることにはある程度経験があったので何とかなるよ

うに思えました。２週間の研修の後、システム開発の

仕事に従事することになりました。いざ始めてみる

と、専門を活かせる仕事ではないことを再認識させら

れ、乏しい経験や短期研修のスキルだけでは、いくら

残業や休日出勤をしても仕事は思うようには進められ

ませんでした。周囲の人もそれぞれ自分の仕事に忙し

く、支援・協力が得られるような状況もありませんで

した。焦燥感から不眠となり、ひとり寮のベッドで泣

き明かすこともありました。上司も無理をしているこ

とはわかっていましたが、能力を評価していたのでそ

のうち習得できると思い、それ以上気にかけることは

ありませんでした。やがて、Ｃさんは気分が落ち込み

仕事に集中できず、不安で出社できなくなりました。

直ちに上司と保健師の勧めで、会社が契約している外

部ＥＡＰ（Employee Assistance Program；従業員支

援プログラム）機関を通じて精神科クリニックを紹介

され、上司と一緒に受診することになりました。症状

は、不安と抑うつ感が認められ、その原因についても

本人と上司から明確に伝えられました。症状はうつ病

の診断基準を満たすほどではありませんでしたが、就

職による転居と専門外の業務がストレス因となった適

応障害と診断されました。精神科医は、投薬と同時に

環境調整を行えば、早期に復職可能と判断しました。

しかし、社内事情からＣさん本来の専門業務への配置

転換は不可能でした。元の職場への復職が原則です

が、その後、人事労務担当者、産業保健スタッフ、上

司は本人とも相談の上、Ｃさんは親の支援が得られる

自宅から通勤可能な本社へ異動、広報システムの開発

とその管理の業務に従事することになりました。外部

ＥＡＰ機関からは本社近くの精神科クリニックを紹介

され、治療の継続も適切に行われました。実家からの

通勤で自分のペースを取り戻せたことから、症状は急

速に改善し、クリニックの治療は終了。現在２、３か

月に１回程度の保健師面談のみによるフォローアップ

で、業務上特に問題は起きていません。回復が早く仕

事にも順調に適応できているので、近くそれも終結す

る予定になっています。

ポイント
　メンタルヘルスケアは、「労働者の心の健康の保持

増進のための指針」が示す４つのケアが基本になりま

す。これによると、健康の保持増進・発症防止の一次

予防、早期発見・早期治療の二次予防、職場復帰・再

発防止の三次予防と一貫した対応が重要とされていま

す。若年女性も同様の対応となりますが、そのメンタ

ルヘルス支援には、適切な職業選択のための情報提供

やジェンダー問題の理解、キャリア・カウンセリング

メンタルヘルス

専門外のシステム開発の仕事が進まず適応障害を起こした事例

事例紹介
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体制の整備が望まれます。ダイバーシティ・マネジメ

ント（多様性を受け入れ、それを積極的に活性化させ

る管理）を重要視し、女性が働きやすい雰囲気と仕事

を続けやすい環境に関心を示す企業も増えてきまし

た。それにも関わらず、その時々の経済変動や雇用状

態の影響を若年女性労働者は受けやすいことも現実で

す。若年女性の非正規雇用化が急速に進む中、たとえ

正規雇用であっても研修内容・研修期間が十分でない

まま過重な労働を求められることも増えています。若

年女性の少ない職場では、上司や同僚が適切な関わり

方に慣れておらず支援・協力を得にくい場合もあるで

しょう。本事例のＣさんのように能力が高く専門性の

高い知識・技能を持った若年女性労働者にとって、そ

れを発揮できない状況に直面した場合、大きな心理的

負荷を感じることは当然の反応であるともいえます。

一般の職場では専門性の高い職種ほど女性が少なく、

若年女性のキャリア・アイデンティティの確立は容易

ではありません。組織人格と個人人格の統合は男性以

上に大きな課題になります。

　適応障害の発病は、通常ストレス因となる出来事が

生じてから１か月以内で、出来事に対する順応が生ず

る時期に生じます。個人的な脆弱性がその発病の危険

性と症状形成に大きな役割を演じているとされていま

す。症状は、抑うつ気分、不安、心配など多彩です。

他の精神障害の診断基準を満たす場合は、その診断名

が付くくらい相対的には軽度の症状のため、早期に適

切な対応、治療を行えば、回復は早いのです。しかし、

症状が持続し、遷延化した場合は、疾病利得がみられ

ることもあり、治療・回復に苦慮する事例が増えてい

ます。

　また、この事例のように、男性には理解しづらい女

性特有の症状や疾患の既往がある場合はきめ細やかな

対応が必要です。Ｃさんは真面目で几帳面な性格傾向

に加え、個人的要因として、過換気症候群の既往と月

経前症候群（ＰＭＳ）の経験が挙げられます。ＰＭＳ

は、排卵から月経開始までの時期に現れ、身体的、精

神的症状を訴える症候群です。女性にとって、辛くて

も職場では男性上司には話しづらいものです。

　メンタルヘルス対策は、個人情報保護への配慮が必

要で、今後ますます期待されるのは、本事例でも効果

的であった事業場外資源としての外部ＥＡＰ機関の活

用です。外部ＥＡＰ機関のサービスは、カウンセリン

グ、専門医の紹介、ストレス評価のほか、上司や産業

保健スタッフに対するコンサルテーション、メンタル

ヘルス対策のシステム構築や情報提供など幅広いた

め、質の高い外部ＥＡＰ機関のニーズが高まっていま

す。この事例は、明確なストレス因と本人の脆弱性の

ため「適応障害」を発症したと考えられますが、スト

レス因の軽減と家族支援を得るために行った配置転換

が奏効しました。

 厚生労働省「こころの耳」より掲載

図　労働者と産業精神保健活動に関わる人たちとの連携
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（日付順・受付順・敬称略）

〔新会員ご紹介　（令和３年６月）〕
　　○　弁護士法人　しまなみ法律事務所
　　　　・代表社員　　寄井　真二郎
　　　　・設　　立　　平成20年10月１日
　　　　・資 本 金　　300万円
　　　　・事業内容　　法律事務所
　　　　・所 在 地　　今治市南宝来町二丁目３番地７
　　　　※次ページに詳細

〔社名変更〕
　　○　６月１日付　　（新）ＡＩＰＡ株式会社　　　　　　　　　　　　（旧）愛媛パルプ協同組合

〔代表者の交代〕
　　○　４月１日付　　大王製紙㈱　　　　　　
　　　　　　　　　　　　代表取締役会長　　　　　　　　（新）佐光　正義

　　○　４月１日付　　大王製紙㈱　　　　　　
　　　　　　　　　　　　代表取締役社長社長執行役員　　（新）若林　賴房　　　（旧）佐光　正義

　　○　６月15日付　　愛媛綜合警備保障㈱　　　　　　
　　　　　　　　　　　　代表取締役　　　　　　　　　　（新）阿部　克彦　　　（旧）二宮　義晴

　　○　６月18日付　　東予信用金庫
　　　　　　　　　　　　会　長　　　　　　　　　　　　（新）横川　明英

　　○　６月18日付　　東予信用金庫
　　　　　　　　　　　　理事長　　　　　　　　　　　　（新）飯尾　泰和　　　（旧）横川　明英

　　○　６月24日付　　㈱愛媛朝日テレビ　　　　　　
　　　　　　　　　　　　代表取締役社長　　　　　　　　（新）井上　隆史　　　（旧）松田　安啓
　
　　○　６月29日付　　㈱四電工
　　　　　　　　　　　　常務執行役員　愛媛支店長　　　（新）仲口　義洋　　　（旧）山本　愛朗

　　○　６月30日付　　瀬戸内運輸㈱
　　　　　　　　　　　　代表取締役会長　　　　　　　　（新）瀧山　正史

　　○　６月30日付　　瀬戸内運輸㈱
　　　　　　　　　　　　代表取締役社長　　　　　　　　（新）渡邉　和秀　　　（旧）瀧山　正史

会 員 企 業 の 動 き

新規会員の加入促進を展開中です。組織・基盤の強化と発展のため、新しい会員をご紹介下さい。

会 員 募 集 の ご 案 内
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「地域と共に⽣き、この街にあってよかった。」と⾔われる

法律事務所を⽬指し、しまなみ海道を中⼼とする愛媛と広島

の地域の企業・団体様に対して、しまなみ海道に架かってい

る美しい橋のような「良質なリーガルサービス」の提供を志

しています。 

 

 

代表弁護⼠  寄井 真⼆郎 
（愛媛弁護⼠会所属・登録番号０２６４７９） 

  

〒794−0043 愛媛県今治市南宝来町⼆丁⽬ 3 番地 7 

TEL 0898（23）2136 

FAX 0898（31）6541 

http://shimanami-law.jp 
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事　務　局　だ　よ　り

◇お知らせ

　○　令和３年春の叙勲
　　　令和３年春の叙勲・褒章が発表され、愛媛県経営者協会の関係としては、次の方がその栄誉に

輝きました。
　　　会員一同、心からお祝い申し上げますとともに、今後ますますのご健勝をお祈り申し上げます。

　　　　　旭日小綬章　　一宮　貢三　氏　　（一宮運輸㈱代表取締役会長）

　○　「令和３年度　夏季賞与・一時金の調査」について
　　　愛媛県経営者協会では、例年実施しております「夏季賞与・一時金の調査」を今年度も行いま

すので、ご協力をお願いいたします。

調査時期 　令和３年７月～８月

調査対象 　会員企業

調査方法 　依頼書・回答用紙をＦＡＸ、電子メールで送付いたしますので回答をお願いします。

　○　第２回　労務会議
　　　次のとおり開催いたします。　
　　　８月上旬頃ご案内いたしますので、ご出席ください。　
　　１．日　時　　令和３年９月15日㈬　13：30～15：00
　　２．場　所　　Web開催（Zoomによるウェビナー形式のライブ配信）
　　３．演　題　　「同一労働同一賃金の対応　現状はどうなっているのか？　企業対応は？」
　　４．講　師　　木村社会保険労務士事務所　社会保険労務士　木村　倫人　氏

　○　通信教育講座のご案内
　　　愛媛県経営者協会では、JTEX（日本技能教育開発センター）と提携して、人材育成に役立つ

通信教育講座をご案内させていただいております。

　　 受講講座  ～ 管理・監督者から新入社員までの階層別、マネジメントテーマ別、財務、営業、
生産管理など職能別講座、資格取得など

　　 申込方法  ～ 受講のお申し込みは、事業所単位とし、事業所の担当者を経由してお申し込みく
ださい。受講は１年間を通じていつでも可能です。

　　 問合せ先  ～ 愛媛県経営者協会　（TEL　089－921－6767）

　電子メールでの会議案内・情報提供をご希望の場合は、メールアドレスをご連絡下さい。
　連絡先：愛媛県経営者協会事務局
　　　　　ＴＥＬ　　　０８９－９２１－６７６７
　　　　　ＦＡＸ　　　０８９－９４７－６６５０
　　　　　 E-mail　　　ehime-keikyo-257@mf.pikara.ne.jp
　　　　　ＵＲＬ　　　https://ehimekeikyo.jp/
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◇経協日誌（令和３年４月～令和３年６月）

月日（曜） 会 議 ・ 大 会 等 名 称 場　　　　所 出　　席　　者

４月９日㈮ 愛媛県労働委員会総会 県庁 伊勢家、柴田、本田、髙倉、
専務

13日㈫ 運営委員会及び労務委員会 書面開催
　（４/13－４/27）

運営委員及び労務委員

14日㈬ 経団連　地方・業種団体情報連絡会 オンライン会議 専務

19日㈪ 全労委使用者委員連絡会議 オンライン会議 専務

22日㈭ 経団連　地方団体連絡協議会 オンライン会議 専務、参与

26日㈪ 監事監査 協会事務所 渡邉監事、一色監事

５月11日㈫ 愛媛県産業貿易振興協会　第71回理事会 書面決議

19日㈬ 愛媛県新幹線導入促進期成同盟会総会 書面決議

20日㈭ 愛媛県プロスポーツ地域振興協議会総会 書面決議

28日㈮ 愛媛県労働委員会総会 県庁 伊勢家、柴田、本田、専務

６月１日㈫ 定時総会 オンライン開催 39名

（出席企業名）
（東予）桑原運輸㈱、四国ガス㈱、住友化学㈱愛媛工場、住友重機械工業㈱愛媛製造所、
　　　 ㈱トーヨ
（中予）井関農機㈱、㈱伊予銀行、㈱伊予鉄グループ、㈱伊予鉄髙島屋、㈱エス・ピー・シー、
　　　 ㈱愛媛銀行、㈱愛媛ＣAＴV、㈱愛媛新聞社、愛媛信用金庫、愛媛綜合警備保障㈱、
　　　 愛媛ダイハツ販売㈱、愛媛トヨタ自動車㈱、㈲オルソ本田、㈱キクノ、
　　　 四国電力㈱愛媛支店､ シブヤ精機㈱、㈱第一自動車練習所、㈲大豊陸送、
　　 　㈱テレビ愛媛、同前工業㈱、南海放送㈱、PHC㈱、㈱フジ、松山商工会議所、
　　　 マルトモ㈱、村上産業㈱、ヤマキ㈱、㈱四電工愛媛支店
（南予）㈱伊勢屋商店、三原産業㈱

４日㈮ 愛媛県産業貿易振興協会第31回社員総会 書面決議

11日㈮ 愛媛県防衛協会　令和３年度定期総会 書面決議

18日㈮ 愛媛県職業能力開発協会第46回理事会
及び第42回通常総会

委任状による出席

21日㈪ 愛媛地方最低賃金審議会公使委員会 松山若草合同庁舎 専務

23日㈬ ねんりんピック愛顔のえひめ2023実行
委員会　常任委員会

書面決議

25日㈮ えひめ若年人材育成推進機構定時社員
総会

ピュアフル松山 専務

28日㈪ 愛媛県在籍型出向等支援協議会 松山若草合同庁舎 専務

29日㈫ 愛媛地方最低賃金審議会 松山若草合同庁舎 専務
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愛媛労働局からのお知らせ

厚生労働省・都道府県労働局・ハローワーク

「在籍型出向」により労働者の雇用維持に取り組む事業主の皆さま／「在籍型出向」により人材を活用したい事業主の皆さまへ

「産業雇用安定助成金」のご案内

LL030205企01

新型コロナウイルス感染症の影響により事業活動の一時的な縮小を余儀なくされた事業主が、
在籍型出向により労働者の雇用を維持する場合に、出向元と出向先の双方の事業主に対して助成
する「産業雇用安定助成金」を創設しました。

■対象：雇用調整を目的とする出向（新型コロナウイルス感染症の影響により事業活動の一時的な縮小を
余儀なくされた事業主が、雇用の維持を図ることを目的に行う出向）が対象。

■前提：雇用維持を図るための助成のため、出向期間終了後は元の事業所に戻って働くことが前提。

助成金の対象となる「出向」

対象事業主対象事業主

① 新型コロナウイルス感染症の影響により事業活動の一時的な縮小を余儀なくされたため、労働者の
雇用維持を目的として出向により労働者（雇用保険被保険者）を送り出す事業主（出向元事業主）

② 当該労働者を受け入れる事業主（出向先事業主）

助成率・助成額

○出向運営経費
出向元事業主および出向先事業主が負担する賃金、教育訓練および労務管理に関する調整経費など、
出向中に要する経費の一部を助成します。

中小企業 中小企業以外

出向元が労働者の解雇などを行っていない場合 9/10 3/4

出向元が労働者の解雇などを行っている場合 4/5 2/3

上限額（出向元・先の計） 12,000円／日

○出向初期経費
就業規則や出向契約書の整備費用、出向元事業主が出向に際してあらかじめ行う教育訓練、出向先事業主
が出向者を受け入れるための機器や備品の整備などの出向の成立に要する措置を行った場合に助成します。

出向元 出向先

助成額 各10万円／1人当たり（定額）

加算額 各5万円／1人当たり（定額）

[その他要件]
・出向元と出向先が、親会社と子会社の間の出向でないことや代表取締役が同一人物である企業間の出向でない
ことなど、資本的・経済的・組織的関連性などからみて独立性が認められること

・出向先で別の人を離職させるなど、玉突き出向を行っていないこと などの要件があります。

※出向元事業主が雇用過剰業種の企業や生産性
指標要件が一定程度悪化した企業である場合、
出向先事業主が労働者を異業種から受け入れる
場合について、助成額の加算を行います。

（※）

助成対象となる経費

■出向開始日が令和３年１月１日以降の場合、
出向開始日以降の出向運営経費および１月１日以降の出向初期経費が助成対象となります。

■出向開始日が令和３年１月１日より前の場合、
１月１日以降の出向運営経費のみ助成対象となります。
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受給までの流れ

出向元事業主と出向先事業主との契約※1

労働組合などとの協定
出向予定者の同意

出向計画届提出・要件の確認※2

出向の実施

支給申請※3・助成金受給※4

※1 出向元事業主と出向先事業主との間で、出向期間、出向中の
労働者の処遇、出向労働者の賃金額、出向元・先の賃金などの
負担割合などを取り決めてください。

※2 出向元事業主と出向先事業主が共同事業主として出向計画届を作成
し、出向開始日の前日（可能であれば２週間前）までに都道府県労働
局またはハローワークへ提出してください。（手続きは出向元事業主
が行います）

※3 1か月以上6か月以下の任意で設定した期間（月単位）ごとに
出向元事業主と出向先事業主が共同事業主として支給申請書を
作成し、都道府県労働局またはハローワークへ提出してくださ
い。（手続きは出向元事業主が行います）

※4 支給申請書に基づき、出向元事業主・出向先事業主それぞれ
に助成金を支給します。

雇用調整助成金
2/3

2,400円

実質負担
1/3

1,200円

実質負担
10/10
8,400円

例えば、次の条件の場合、以下のような助成額になります。
・ 出向期間中の賃金日額と出向元での直近の賃金日額のいずれか低い方の額 9,000円
・ 出向期間中の出向運営経費
－ 出向元賃金負担 3,600円、出向先賃金負担 5,400円、
－ 出向先で教育訓練および労務管理に関する調整経費など 3,000円

※ 出向元・先ともに中小企業事業主

※ 出向元事業主が労働者の解雇などを行っていない

※ 実際に支払われる助成額は、端数処理などにより異なる場合があります。

産業雇用安定助成金
9/10
3,240円

出向運営経費（出向元賃金負担）
3,600円

実質負担
1/10
360円

出向運営経費（出向元賃金負担）

3,600円

出向運営経費 8,400円
（出向先賃金負担 5,400円、教育訓練および労務管理に
関する調整経費など 3,000円）

実質負担
1/10
840円

産業雇用安定助成金
9/10
7,560円

出向運営経費 8,400円
（出向先賃金負担 5,400円、教育訓練および労務管理に
関する調整経費など 3,000円）

■産業雇用安定助成金

※上記に加え、初回支給時に出向元・先双方に各10万円（一定の要件を満たす場合は5万円加算）を助成（出向初期経費）

■（参考）雇用調整助成金の場合

参考：助成額比較(イメージ）
一度の出向で、雇用調整助成金（出向）による出向元への助成措置に
も該当する場合があり得ます。この場合にはいずれか一方の
助成金のみが申請可能です。

！

※助成金の相談・申請先は上記の助成金センターとなります。

※（公財）産業雇用安定センターでは出向の仕組みや、契約等に関する相談を承っておりますのでご留意ください。

※助成金を受けるにあたっての支給要件は、このリーフレットに記載されている以外にもございますので、

詳しくは「産業雇用安定助成金ガイドブック」をご確認ください。（ https://www.mhlw.go.jp/content/000734455.pdf ）

お問い合わせ先お問い合わせ先

愛媛労働局 職業安定部職業対策課 助成金センター

松山市勝山町2-6-3 FJ松山ビル２階 ☎089-987-6370 （月～金曜日）8:30～17:15

※土・日曜日、祝日、年末年始（12/29～1/3）は閉庁しております。
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次の全要件を満たした上で、紹介日に本人がトライアル雇用を希望した場合に対象となります。

厚生労働省・都道府県労働局・ハローワーク

（事業主の方へ）

＜ご注意＞
◆派遣求人を「トライアル雇用求人」とすることはできません。
◆トライアル雇用求人の選考中の人数（一般トライアルコースの対象となる方も含みます）が求人数の５倍を超える場合は、それ以降のトライアル雇用として
の紹介は行いません。例えば、求人１人に対し、トライアル雇用の選考中の人が５人に達した場合は、６人目はトライアル雇用としての紹介は行いません。

◆求人数を超えたトライアル雇用は実施できません（一般トライアルコースの対象となる方も含みます）。
◆トライアル雇用対象者の選考は、なるべく書類ではなく面接で行うようにしてください。
◆「トライアル雇用求人」は、一般トライアルコースと併用となります。一般トライアルコースの対象となる方からの応募もありえますのでご了承ください。

※１ 求職者が〈常用雇用〉（一週間の所定労働時間が３０時間以上の無期雇用）を希望する場合
※２ 求職者が〈常用雇用（短時間労働）〉（一週間の所定労働時間が ０時間以上３０時間未満の

無期雇用を希望する場合
事前にトライアル雇用求人をハローワーク、地方運輸局、職業紹介事業者※に提出し、これらの紹介により、

対象者を原則３か月の有期雇用で雇い入れ、一定の要件を満たした場合に、助成金を受けることができます。
※ トライアル雇用助成金（新型コロナウイルス感染症対応（短時間）トライアルコース）の取扱いを行うに当たって、雇用関係助成金の取扱いに係る同意書を労
働局に提出している職業紹介事業者

トライアル雇用助成金（新型コロナウイルス感染症対応
（短時間）トライアルコース）のご案内

「トライアル雇用（新型コロナウィルス感染症対応（短時間）トライアルコース）」は、新型コ
ロナウイルス感染症の影響で離職し、これまで経験のない職業に就くことを希望している求職者を、
無期雇用へ移行することを前提に、原則３か月間試行雇用する制度です。
労働者の適性を確認した上で無期雇用へ移行することができるため、ミスマッチを防ぐことがで

きます。事業主の皆さまには、「トライアル雇用求人」を積極的に提出していただくようお願いし
ます。

助成金の支給額

対象労働者

◆紹介日時点で、次の方はトライアル雇用の対象者にはなりません。
・職業に就いている人（※日々雇用労働者、シフト制労働者及び登録型派遣労働者で、勤務日数・勤務時間が減少している方は、トライア
ル雇用の対象者に含まれます）

・自ら事業を営んでいる人または役員に就いている人

① 令和２年１月 日以降に、新型コロナウイルス感染症の影響により離職した※

② 紹介日時点で、離職している期間が３か月を超えている※

③ 紹介日において、就労経験のない職業に就くことを希望している
※ 「離職」にはシフト制労働者等のシフトが減少した場合等も含みます。

LL030401企09

新型コロナウイルス感染症の影響で離職された求職者を試行的に雇用する事業主の皆さまへ

新型コロナウイルス感染症
対応トライアルコース
（※１）

新型コロナウイルス感染症
対応短時間トライアル
コース（※２）

支給額（月額） 最大４万円
（最長３か月）

最大 万円
（最長３か月）

＜お知らせ＞

◆新型コロナウイルス感染症対応短時間トライアルコースの活用により雇い入れた対象者（母子家庭の母等、父子家庭の父及び中国残留邦人
等永住帰国者）を、トライアル雇用終了後も、引き続き継続して雇用する労働者として雇用する場合、特定求職者雇用開発助成金の一部を
受給することができます。詳細は特定求職者雇用開発助成金のリーフレットをご確認ください。

◆中小建設事業主が若年者（ 歳未満）又は女性を建設技能労働者等として、一定期間試行雇用しトライアル雇用助成金の支給を受けた場合
に、トライアル雇用助成金（若年・女性建設労働者トライアルコース）の受給ができます。詳細は若年・女性建設労働者トライアルコース
のリーフレットをご確認ください。
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この他にも要件があります。詳しくは、都道府県労働局・ハローワークへお問い合わせください。

以下のすべての要件に該当する事業主が対象です。

※トライアル雇用開始日から２週間以内に、対象者を紹介したハローワークに実施計画書を提出してください。
※実施計画書を提出する際は、雇用契約書など労働条件が確認できる書類を添付してください。
※助成金を受給するためには、トライアル雇用終了日の翌日から起算して２か月以内に、事業所を管轄する
ハローワークまたは労働局に支給申請書を提出する必要があります。申請期限を過ぎると助成金を受給でき
なくなりますので、ご注意ください。

※トライアル雇用の途中で無期雇用へ移行した場合や自己都合で離職した場合は、支給申請期間も変わります
ので、速やかに紹介を受けたハローワークへ連絡してください。

「トライアル雇用」のイメージ※

支給対象事業主の要件

トライアル雇用期間終了後、
助成金支給（最長３か月）２カ月

支給申請期間

２週間

トライアル
雇用開始

無期雇用契約締結

トライアル雇用
有期雇用契約（原則３か月）

期間の定めのない雇用
（無期雇用契約）

トライアル雇用
実施計画書の提出期間

※ハローワークから紹介を受けた場合

ハローワーク、地方運輸局又は職業紹介事業者（以下「ハローワーク・紹介事業者等」という。）のトライアル雇用求人に係る紹介により、対象者をトライア
ル雇用（国、地方公共団体、特定独立行政法人、特定地方独立行政法人から受けている補助金、委託費等から支出した人件費により行ったトライアル雇用を除
く。）した事業主

２ 対象者に係る紹介日前に、当該対象者を雇用することを約していない事業主

トライアル雇用を行った事業所の事業主又は取締役の３親等以内の親族（配偶者、３親等以内の血族及び姻族をいう。）以外の対象者を
雇い入れた事業主

トライアル雇用を開始した日の前日から起算して過去３年間に、当該トライアル雇用に係る対象者を雇用したことがない事業主

トライアル雇用を開始した日の前日から起算して過去３年間に、当該トライアル雇用に係る対象者に職場適応訓練（短期訓練を除く。）を行ったことがない事
業主

トライアル雇用労働者に係る雇用保険被保険者資格取得の届出を行った事業主
トライアル雇用を開始した日の前日から起算して過去３年間に、トライアル雇用を行った事業所において、トライアル雇用（一般トライアルコースによるもの
を含む。以下この７において同じ。）を実施した後に常用雇用（新型コロナウイルス感染症対応短時間トライアルコースの場合は常用雇用（短時間労働）。以
下この７において同じ。）へ移行しなかったトライアル雇用労働者（トライアル雇用労働者本人の都合による離職や本人の責めに帰すべき解雇等は除く。）の
数にトライアル雇用結果報告書兼トライアル雇用助成金支給申請書が提出されていない者の数を加えた数が３人を超え、常用雇用へ移行した数を上回っている
事業主以外の事業主
基準期間（トライアル雇用を開始した日の前日から起算して６か月前の日からトライアル雇用期間を終了する日までの期間をいう。）に、トライアル雇用に係る事業所
において、雇用保険被保険者を事業主都合で離職させたことがある事業主以外の事業主

基準期間に、トライアル雇用に係る事業所において、特定受給資格者となる離職理由のうち１Ａ又は３Ａの理由により離職した者の数を
事業所全体の雇用保険被保険者数で除した割合が６％を超えている（当該離職者数が３人以下の場合を除く。）事業主以外の事業主

過去１年間において、対象者を雇用していた事業主と資本的・経済的・組織的関連性等から密接な関係にある事業主以外の事業主

トライアル雇用労働者に対して、トライアル雇用期間中に支払うべき賃金（時間外手当、休日手当等を含む。）を支払った事業主

トライアル雇用を行った事業所において、労働基準法に規定する労働者名簿、賃金台帳等を整備・保管している事業主

ハローワーク・紹介事業者等の紹介時点と異なる労働条件によりトライアル雇用を行い、トライアル雇用労働者に対し労働条件に関する不利益又は違法行為があった
事業主以外の事業主

高年齢者雇用確保措置を講じていないことにより、高年齢者等の雇用の安定等に関する法律第 条第２項に基づき、雇用確保措置を講ずべきことの勧告を受けてい
ない、かつ、法令に基づいた適切な高年齢者就業確保措置を講じていないことにより、同法第 条の３第２項に基づき、就業確保措置の是正に向けた計画作成勧告
を受けていない事業主
雇用保険適用事業所の事業主

助成金の支給又は不支給の決定に係る審査に必要な書類等を整備、保管している事業主

助成金の支給又は不支給の決定に係る審査に必要であると管轄労働局長が認める書類等を管轄労働局長の求めに応じ提出又は提示する、
管轄労働局の実地調査に協力する等、審査に協力する事業主

過去５年間において雇用保険二事業の助成金等について不正受給の処分を受けていない事業主

過去５年間において雇用保険二事業の助成金等について不正受給に関与した役員等がいない事業主

支給申請日の属する年度の前年度より前のいずれかの保険年度における労働保険料の滞納がない事業主

支給申請日の前日から起算して過去１年間に労働関係法令違反により送検処分を受けていない事業主

風俗営業等を行うことを目的とする事業所の事業主以外の事業主

暴力団に関係する事業主以外の事業主

暴力主義的破壊活動を行った又は行う恐れがある団体等に属している事業主又はその役員がいる事業主以外の事業主

支給申請日又は支給決定日時点で倒産している事業主以外の事業主

国、地方公共団体、特定独立行政法人、特定地方独立行政法人以外の事業主

併給調整の対象となる助成金の支給を受けていない事業主
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②目標達成助成①機器等導入助成

人材確保等支援助成金（テレワークコース）のご案内
良質なテレワークを新規導入し、実施するこ とによ り 、

労働者の人材確保や雇用管理改善等の観点から効果をあげる
中小企業事業主を支援します！

中小企業事業主の皆さまへ

助成対象となる取組

① 就業規則・労働協約・労使協定の作成・変更
② 外部専門家によるコンサルティング
③ テレワーク用通信機器の導入・運用
④ 労務管理担当者に対する研修
⑤ 労働者に対する研修

助成対象となる取組の
実施期間

テレワーク実施計画認定日以降、機器等導入助成の支給申請日まで
※機器等導入助成の支給申請は、テレワーク実施計画認定日から起算して７か月以内に実施

評価期間
機器等導入助成 計画認定日から起算して６か月以内の連続する３か月

※評価期間の始期は事業主が設定

目標達成助成 評価期間（機器等導入助成）の初日から１年を経過した
日から起算した３か月間

支 給 要 件 支 給 要 件
 新たに、テレワークに関する制度を規定した労働協
約または就業規則を整備すること。

 テレワーク実施計画認定日以降、機器等導入助成
の支給申請日までに、助成対象となる取組を１つ以
上行うこと。

 評価期間（機器等導入助成）における、テレワーク
に取り組む者として事業主が指定した対象労働者の
テレワーク実績が、次のいずれかを満たすこと。
 評価期間（機器等導入助成）に１回以上対
象労働者全員がテレワークを実施する 又は

 評価期間（機器等導入助成）に対象労働者
がテレワークを実施した回数の週平均を１回以
上とする

 評価期間後１年間の離職率が、計画提出前１年
間の離職率以下であること。

 評価期間後１年間の離職率が ％以下であること。
 評価期間（目標達成助成）に、１回以上テレワー
クを実施した労働者数が、評価期間（機器等導入
助成）初日から１年を経過した日における事業所
の労働者数に、計画認定時点における事業所の労
働者全体に占める対象労働者の割合を掛け合わせ
た人数以上であること。

支 給 額 支 給 額

支給対象経費の ％
※以下のいずれか低い方の金額が上限額
・ 万円 又は
・ 万円×対象労働者数

支給対象経費の ％ 〈 〉
※以下いずれか低い方の金額が上限額
・ 万円 又は
・ 万円×対象労働者数

※〈〉内は生産性要件を満たした場合に適用

ご利用の流れ等については裏面をご確認ください。
 使用者が適切に労務管理を行いながら、労働者が安心して働くことのできる形で良質なテレワークを推進し、定着させていくことができるよう、

厚生労働省では「テレワークの適切な導入及び実施の推進のためのガイドライン」を策定しています。

 テレワークの導入に当たっては、セキュリティへの配慮も必要です。テレワークセキュリティガイドライン（総務省）などもご参照ください。

支給額等は次のとおりです。詳細は支給要領等をご確認ください。
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②目標達成助成に係る支給申請

テレワーク実施計画の作成・提出
 提出期限までに、事業主の主たる事業所（通常は本社）の

所在地を管轄する都道府県労働局（以下「管轄労働局」とい
う。）へ提出

認定を受けたテレワーク実施計画に基づき、テレワークを可能とする取組（※）を実施

評価期間（機器等導入助成）においてテレワークを実施
 計画認定日以降、以下３の支給申請日までに、取組の実施（機器購入の場合は納品）・支払を終えることが必要。
 計画認定日から起算して６か月間を経過する日までの期間内において、事業主が連続する３か月間を「評価期間

（機器等導入助成）」として設定し、テレワークに取り組む（評価期間の始期は事業主が設定）。

①機器等導入助成に係る支給申請
 上記２の実施後、計画認定日から起算して７か月以内に、管

轄労働局へ支給申請書を提出
 テレワークに関する制度を就業規則等で新たに規定することが

必要
 上記２の評価期間（機器等導入助成）において、前頁のテ

レワーク実績基準を満たすことが必要

助成金の支給
支給対象経費の

％
※以下いずれか低い方が上限
・ 万円 又は
・ 万円×対象労働者数

 上記４の評価期間（目標達成助成）の終了日の翌日から
起算して１か月が経過する日までに、管轄労働局へ支給申請
書を提出

 前頁の離職率目標を満たすことが必要
 上記４の評価期間（目標達成助成）において、前頁のテレ

ワーク実績基準を満たすことが必要

助成金の支給
支給対象経費の
％ 〈 〉

※以下いずれか低い方が上限
・ 万円 又は
・ 万円×対象労働者数

評価期間（目標達成助成）においてテレワークを実施
 上記２の評価期間（機器等導入助成）の初日から１年を経過した日から起算した３か月間（評価期間（目標

達成助成））において、テレワークを実施。

※〈〉内は生産性要件を満たした場合に適用

厚生労働省・都道府県労働局

ご 利 用 の 流 れ

助成金の詳細・問合せ先
助成金の支給要件や申請方法等の詳細については、厚生労働省
ＨＰをご確認いただくか、最寄りの都道府県労働局雇用環境・均
等部（室）へお問い合わせください。

人材確保等支援助成金 検 索

※支給対象となる取組（カッコ内の数字は上限額）

 就業規則・労使協定等の作成・変更（ 万円）

 労務管理担当者に対する研修（ 万円）

 労働者に対する研修（ 万円）

 外部専門家によるコンサルティング（ 万円）

 ネットワーク機器（ 万円）
 サーバ機器（ 万円）
 機器（ 万円）
 セキュリティ機器（ 万円）
 ウェブ会議関係機器（１万円／対象労働者１人）
 サテライトオフィス利用料（ 万円）

対象となる取組の詳細については厚労省ＨＰをご確認いただくか、
最寄りの都道府県労働局雇用環境・均等部（室）へお問い合わせください。

 テレワーク用通信機器の導入・運用

管轄労働局が
テレワーク実施計画を

認定

厚労省 へは
こちらの コードからも
アクセス可能です。
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事業主の皆さまへ
へ 不妊治療と仕事の両⽴を⽀援する助成⾦のご案内

「両⽴⽀援等助成⾦（不妊治療両⽴⽀援コース）」など

「両⽴⽀援等助成⾦（不妊治療両⽴⽀援コース）」

⽀援対象となる事業主
不妊治療のために利⽤可能な休暇制度・両⽴⽀援制度について、次の①〜⑥のいずれか⼜は複数の

制度について、利⽤しやすい環境整備に取り組み、不妊治療を⾏う労働者に休暇制度・両⽴⽀援制度
を利⽤させた中⼩企業事業主

⽀給要件

① 不妊治療のための休暇制度（特定⽬的・多⽬的とも可）、② 所定外労働制限制度、
③ 時差出勤制度、④ 短時間勤務制度、⑤ フレックスタイム制、⑥テレワーク

次の全ての条件を満たすことが必要です。

（１）不妊治療と仕事の両⽴のための社内ニーズ調査の実施
（２）整備した上記①〜⑥の制度について、労働協約⼜は就業規則への規定及び周知
（３）不妊治療を⾏う労働者の相談に対応し、⽀援する「両⽴⽀援担当者」の選任
（４）「両⽴⽀援担当者」が不妊治療を⾏う労働者のために「不妊治療両⽴⽀援プラン」を策定

⽀給額

Ｂ「⻑期休暇の加算」
上記Ａを受給した事業主であって、労働者に不妊治療休暇制度を20⽇以上連続して取得させ、
原職等に復帰させ３か⽉以上継続勤務させた場合
１中⼩企業事業主 ２８.５万円＜３６万円＞ １事業主当たり１年度に５⼈まで

次の要件を満たした場合、Ａ、Ｂそれぞれが⽀給されます。
Ａ「環境整備、休暇の取得等」
⽀給要件の全てを満たし、最初の労働者が、不妊治療のための休暇制度・両⽴⽀援制度を
合計５⽇（回）利⽤した場合
１中⼩企業事業主 ２８.５万円＜３６万円＞

⽀給対象となる事業主︓不妊治療等のために利⽤できる特別休暇制度（多⽬的・特定⽬的とも可）を
導⼊した中⼩企業事業主
対象経費︓外部専⾨家によるコンサルティングや就業規則等の作成・変更などの休暇制度の導⼊に関
する経費
⽀給額︓上限５０万円（所得経費の３／４。⼀定の要件を満たした場合４／５）

不妊治療のための休暇を新たに導⼊したい場合は、以下の助成⾦も活⽤できます。
「働き⽅改⾰推進⽀援助成⾦（労働時間短縮・年休促進⽀援コース）」

※Ａ、Ｂとも、＜ ＞内は⽣産性要件を満たした場合の⽀給額
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※ 受付時間︓ 8:30〜17:15（⼟・⽇・祝⽇・年末年始を除く）

「社内ニーズ調査」とは何でしょうか︖QQ

AA 不妊治療と仕事の両⽴に関して、労働者が求めている制度や⽀援策について把握するた
めのものです。新たにアンケート調査を実施することや、既に実施している⾃⼰申告制
度を活⽤することが考えられます。

両⽴⽀援等助成⾦（不妊治療両⽴⽀援コース）についてよくある質問

両⽴⽀援担当者とはどういう⽅が当てはまりますでしょうか︖QQ

AA ⼈事労務担当者や産業保健スタッフ等が考えられます。不妊治療を受ける労働者の相談
に対応し、労働者⼀⼈ひとりの「不妊治療両⽴⽀援プラン」を策定し⽀援する者として
事業主に選任されていれば、資格や役職などは問いません。
厚⽣労働省では、⼈事労務担当者向けのマニュアルを周知しています。ご活⽤ください。
https://www.mhlw.go.jp/bunya/koyoukintou/pamphlet/dl/30k.pdf

不妊治療両⽴⽀援プランとはどういうものでしょうか︖QQ

AA 両⽴⽀援担当者が、不妊治療を受ける労働者から利⽤したい制度・働き⽅の希望などを
聴いた上で、制度の利⽤予定、その間の業務分担の⾒直し等の検討も含め、治療と両⽴
しやすい環境整備を図るために策定するプランです。

■⾏動計画策定指針の改正について
次世代育成⽀援対策推進法の指針が改正され、事業主が⼀般事業主⾏動計画に盛り込むことが望ましい事項として、
「不妊治療を受ける労働者に配慮した措置の実施」が追加されました（令和３年４⽉から適⽤）。助成⾦の活⽤だけで
なく、⼀般事業主⾏動計画の変更等の機会に、不妊治療と仕事の両⽴に関する措置を盛り込むことも積極的にご検討く
ださい。URL︓https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_14408.html

都道府県 電話番号 都道府県 電話番号 都道府県 電話番号 都道府県 電話番号

北海道 011-709-2715 東 京 03-6893-1100 滋 賀 077-523-1190 香 川 087-811-8924
青 森 017-734-4211 神奈川 045-211-7357 京 都 075-241-0504 愛 媛 089-935-5222
岩 手 019-604-3010 新 潟 025-288-3511 大 阪 06-6941-4630 高 知 088-885-6041
宮 城 022-299-8844 富 山 076-432-2728 兵 庫 078-367-0700 福 岡 092-411-4717
秋 田 018-862-6684 石 川 076-265-4429 奈 良 0742-32-0210 佐 賀 0952-32-7218
山 形 023-624-8228 福 井 0776-22-0221 和歌山 073-488-1170 長 崎 095-801-0050
福 島 024-536-4609 山 梨 055-225-2851 鳥 取 0857-29-1701 熊 本 096-352-3865
茨 城 029-277-8295 長 野 026-223-0551 島 根 0852-20-7007 大 分 097-532-4025
栃 木 028-633-2795 岐 阜 058-245-1550 岡 山 086-224-7639 宮 崎 0985-38-8821
群 馬 027-896-4739 静 岡 054-254-6320 広 島 082-221-9247 鹿児島 099-222-8446
埼 玉 048-600-6210 愛 知 052-857-0312 山 口 083-995-0390 沖 縄 098-868-4403
千 葉 043-306-1860 三 重 059-261-2978 徳 島 088-652-2718

都道府県労働局雇⽤環境・均等部（室） 電話番号⼀覧※都道府県労働局雇⽤環境・均等部（室） 電話番号⼀覧※

QR
コード
表⽰

！
詐欺にご注意ください。国や都道府県労働局から、助成⾦の相談について電話などで勧誘することはありません。

また、振り込み先、⼝座番号、その他の個⼈情報を個⼈の⽅に電話などで問い合わせることはありません。

⽀給要件の詳細や具体的な⼿続き、⽀給申請書のダウンロードはこちら。
■両⽴⽀援等助成⾦（不妊治療両⽴⽀援コース）

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_14408.html
■働き⽅改⾰推進⽀援助成⾦（労働時間短縮・年休促進⽀援コース）

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000120692.html
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●働き方・休み方改善ポータルサイト　https://work-holiday.mhlw.go.jp/

厚生労働省 都道府県労働局 労働基準監督署

働き方・休み方改善
ポータルサイト

年休取得促進
特設サイト

年次有給休暇取得促進特設サイト

働き方の新しいスタイル

テレワークや
ローテーション勤務

時差通勤で
ゆったりと

オフィスは
ひろびろと

会議は
オンライン

対面での打合せは
換気とマスク

み
ん
な
で
休
暇
。

夏
を
楽
し
み
リ
フ
レ
ッ
シ
ュ
。

み
ん
な
で
休
暇
。

夏
を
楽
し
み
リ
フ
レ
ッ
シ
ュ
。

●「年次有給休暇の計画的付与制度」を導入しましょう。
●年次有給休暇付与計画表による個人別付与方式を活用すれば休暇の分散化にもつながります。

新しい働き方・休み方を実践するために
 年次有給休暇 を上手に活用しましょう
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　「年次有給休暇の計画的付与制度」とは、年次有給休暇の付与日数のうち5日を除い
た残りの日数について、労使協定を結べば、計画的に休暇取得日を割り振ることができ
る制度です。この制度の導入によって、休暇の取得の確実性が高まり、労働者にとって
は予定していた活動が行いやすく、事業主にとっては計画的な業務運営に役立ちます。

〇〇株式会社と〇〇労働組合とは、標記に関して次のとおり協定する。 
1　当社の従業員が有する〇〇〇〇年度の年次有給休暇(以下「年休」という。)のうち5日を超える部分については、6日を限度として計画的に付与するものとする。
なお、その有する年休の日数から5日を差し引いた日数が6日に満たないものについては、その不足する日数の限度で特別有給休暇を与える。

2　年休の計画的付与の期間及びその日数は、次のとおりとする。
前期=4月～9月の間で3日間　後期=10月～翌年3月の間で3日間

3　各個人別の年休付与計画表は、各期の期間が始まる2週間前までに会社が作成し、従業員に周知する。
4　各従業員は、年休付与計画の希望表を、所定の様式により、各期の計画付与が始まる1か月前までに、所属課長に提出しなければならない。
5　各課長は、前項の希望表に基づき、各従業員の休暇日を調整し、決定する。 
6　業務遂行上やむを得ない事由のため指定日に出勤を必要とするときは、会社は組合と協議の上、前項に基づき定められた指定日を変更するものとする。
　〇〇〇〇年〇月〇日

年次有給休暇の付与は原則1日単位ですが、労使協定を結べば、年5日の範囲内で、時間単位の取得が可能となります。
労働者の様々な事情に応じた柔軟な働き方・休み方に役立ちます。

労働基準法が改正され、2019年4月から年5日間の年次有給休暇を確実に取得させることが必要となりました。

〇〇株式会社 代表取締役 〇〇〇〇
〇〇労働組合 執行委員長 〇〇〇〇

●年次有給休暇の計画的付与制度を導入しましょう。

●時間単位の年次有給休暇を活用しましょう。

1）日数 付与日数から５日を除いた残りの日数を計画的付与の対象にできます。

年次有給休暇の付与日数が10日の労働者 年次有給休暇の付与日数が20日の労働者

◎前年度取得されずに次年度に繰り越された日数がある場合には、繰り越し分を含めた付与日数から５日を引いた日数を計画的付与の対象とすることができます。

●就業規則や労使協定のモデルは、「年次有給休暇取得促進特設サイト」をご覧ください。

注）時間単位の年次有給休暇の取得分については、確実な取得が必要な 5日間から差し引くことはできません。

例 1 例 2

5日 5日 15日 5日
事業主が計画的に付与できる 労働者が自由に取得できる 事業主が計画的に付与できる 労働者が自由に取得できる

2）活用方法

年次有給休暇の計画的付与に関する労使協定の例（個人別付与方式の場合）

方式 年次有給休暇の付与の方法 適した事業場、活用事例

企業、事業場の実態に合わせたさまざまな付与の方法があります。

全従業員に対して同一の日に付与

班・グループ別に交替で付与

個人別に付与

製造部門など、操業を止めて全従業員を休ませることのできる事業場などで活用

流通・サービス業など、定休日を増やすことが難しい企業、事業場などで活用

年次有給休暇付与計画表により各人の年次有給休暇を指定

一斉付与方式
交替制付与方式
個人別付与方式

〈労使協定で定める事項〉
① 時間単位年休の対象労働者の範囲
　  対象となる労働者の範囲を定めてください。一部の者を対象外と  
　  する場合には、「事業の正常な運営を妨げる場合」 に限られます。
② 時間単位年休の日数
　  １年５日以内の範囲で定めてください。

③ 時間単位年休１日分の時間数
　  １日分の年次有給休暇が何時間分の時間単位年休に相当するかを定めて
　  ください。１時間に満たない端数がある場合は時間単位に切り上げてく
　  ださい。（例）所定労働時間が１日７時間30分の場合は８時間となります。
④ １時間以外の時間を単位として与える場合の時間数
　  ２時間単位など１日の所定労働時間数を上回らない整数の時間単位を
　  定めてください。

新しい働き方・休み方を実践するために、
 年次有給休暇 を上手に活用しましょう。
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愛媛障害者職業センターでは 

うつ病等のメンタル不調で休職している方が、 

円滑に職場復帰できるよう、主治医や企業担当者と連携し 

リワーク（復職）支援を行っています 

 

【支援期間】 

   標準１２～１６週間 

【支援内容】 

 ●対象者支援（個別相談・リワーク支援プログラムの提供） 

   職業センターに通所し、リワーク支援プログラムに参加 

  生活リズムの維持、体力・集中力・持続力の回復、気分や体調の自己管理、対人対応力の向上 

 ●事業主支援（企業担当者との相談） 

  リワーク支援プログラムへの参加状況を踏まえた復職準備、職務内容や労働条件、配慮事項等に関す

る相談・助言、家族・主治医との連携に関する支援 

【利用の条件】 

 ●対象者 

  ・うつ病等のメンタル不調により休職中で復職を希望している 

  ・日中プログラムに参加出来る生活リズム、体調が整っている 

  ・主治医から復職に向けた活動やリワーク支援プログラム参加の同意を得ている 

 ●企業 

  ・復職を前提に対象者がリワーク支援プログラムへ参加することに同意している 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

【問合せ先】     独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構 

                         愛媛支部 愛媛障害者職業センター 

〒790-0808 愛媛県松山市若草町７番地の２ 

                       電話：089-921-1213(担当:福庭)      

ホームページ http://www.jeed.go.jp/location/chiiki/ehime/index.html 

利 用者の声 

【Ａさん(40 代、男性)】 

完璧主義で落ち込むと立ち直りにくい性格でしたが、リワーク支援プログラムを受講しネガティブな考えを反証する

様になり、ストレス対処法(料理・アロマ・草むしり)を会得し、心の落ち着かせ方を学びました。 

様々なプログラムを受講したなかで、印象に残ったのは「失敗の中にも成功がある」「焦らず、慌てず、比較せず」

「なるようになる」などの言葉です。これからは、良い意味で「まあいいか」と楽観的に物事を捉え、 

肩の力を抜いていきたいと思います。 

職業センターは主治医に勧められるまでその存在を知らず、リワーク支援プログラムが受講できる 

とも思いませんでした。私のようにリワーク支援プログラムが必要な方へもっと周知されればよいと 

思います。 

受講料は 

無料です 
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愛　媛

四　国

全　国

6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月
H27年 H28年 H29年 H30年

H31年
R元年

R2年
R2年 R3年

0.60

0.80

1.00

1.20

1.40

1.60

1.80

労 働 経 済 指 標
１．有効求人倍率

Ｈ27年 Ｈ28年 Ｈ29年 Ｈ30年 Ｈ31年
Ｒ元年 Ｒ2年

Ｒ　２　年 Ｒ　３　年

６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月

愛　媛 1.22 1.40 1.51 1.61 1.64 1.33 1.35  1.31  1.25  1.22  1.19  1.16  1.17  1.19  1.23  1.25  1.29  1.31 

四　国 1.19 1.38 1.47 1.55 1.58 1.26 1.20 1.19  1.15  1.14 1.14 1.13 1.14  1.19  1.21  1.21  1.23  1.25 

全　国 1.20 1.36 1.50 1.61 1.60 1.18 1.12 1.09  1.05  1.04  1.04 1.05  1.05  1.10  1.09  1.10  1.09  1.09 

※　月数値は季節調整値。年平均は実数値。　　　　　　 （資料出所：愛媛労働局、厚生労働省）

２．消費者物価指数（総合）

6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月
H27年 H28年 H29年 H30年

H31年
R元年

R2年
R2年 R3年

95.0

96.0

97.0

98.0

99.0

100.0

101.0

102.0

103.0

松山市

全　国

Ｈ27年 Ｈ28年 Ｈ29年 Ｈ30年 Ｈ31年
Ｒ元年 Ｒ2年

Ｒ　２　年 Ｒ　３　年

６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月

松山市 100.0 100.0 100.2 101.0 101.3 101.1 101.1 101.2 101.2 101.3 101.0 100.6 100.6 100.9 100.9 100.9 100.7 101.0

前　年
同月比 0.6 0.0 0.3 0.8 0.2 △0.2 △0.2 0.0 △0.1 △0.2 △0.4 △1.0 △1.0 △0.5 △0.3 △0.3 △0.2 0.0

全　国 100.0 99.9 100.4 101.3 101.8 101.8 101.7 101.9 102.0 102.0 101.8 101.3 101.1 101.6 101.6 101.8 101.4 101.7

前　年
同月比 0.8 △0.1 0.5 1.0 0.5 0.0 0.1 0.3 0.2 0.0 △0.4 △0.9 △1.2 △0.6 △0.4 △0.2 △0.4 △0.1

※　平成27年＝100　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （資料出所：総務省）


